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⾧洲町資料

海岸沿いに、大手造船企業が、立地している。
しかし、町内に住宅が不足し、

多くの社員が社宅を除けば、町外に住み通勤している。

そんな時、社宅に。。。。。。
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人口15,000人の町で
約500人の人口流出は

重大
何らかの対策で人口流出を防ぐ必要

⾧洲町資料
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公民連携推進の国の支援策を活用
PFIーBTO方式で解体
地域優良賃貸住宅を新設

250戸

⾧洲町資料



国の住宅制度:少子高齢社会と住宅政策
重層的かつ柔軟な住宅セーフティーネットの構築

地方公共団体への交付金・民間事業者への直接補助による支援

真に住宅に困窮する低額所得者
向けの賃貸住宅として、地方公
共団体が供給

公営住宅 地域優良賃貸住宅
民間賃貸住宅

公営住宅を補完する賃貸住宅と
して、地方公共団体と民間事業
者が連携して供給

高齢者、障害者等の円滑な入
居を促進するため、民間賃貸
住宅の空家リフォームを支援

賃貸住宅空家
413万戸

（空家率18.8%）

空家の有効活用による重層的な
住宅セーフティネットの確率

国交省住宅局資料



進出企業の社員世帯の流出を防ぎ、新たな定住者も呼び込みたい
町の活性化・人口減少対策

どういう住宅の整備が必要か?

• 中堅所得者の呼び込み・定住:地域優良賃貸住宅（公営）を採用
• こどもの数も増やしたい

子育て世帯に魅力的な住宅・適正な家賃設定

• 可能にするのは:地優賃住宅:社会資本整備総合交付金（50%程度)の活用
• ⾧期の施設整備費の回収を計画:年間の返済の低廉化
• 入居者の家賃で、施設整備費の50％の回収と維持管理・大規模修繕費を賄う

自治体財政負担のできる限りの低減

• 「０」系PFIスキームを採用
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地域優良賃貸住宅（公営住宅）は
「０」系PFIでできる

「０」系PFI
事業費を社会資本整備総合交付金や国・県からの補助金

と
利用料（この場合は入居者からの家賃収入）や

民間の独立採算事業収入で
で

賄い、行政支出を、可能な限り「０」にする。

もともと、国のPPP・PFIアクションプランで目指しているスキーム
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平成25年6月
甘利大臣発表 これが基本

民間施設の併設なしでも
社会資本整備総合交付金と
入居者からの家賃収入

「０」系PPP
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ありがとうございました。
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